
社会福祉法人等による利用者負担軽減対象者の決まり方　

生活保護を受けていますか？

あなたの世帯に住民税を納め
ている方はいますか？

対象となりません。
あなたの世帯全員の前年
１年間の収入は右の基準
額を超えていますか？

対象となりません。

対象となりません。

あなたの世帯全員の預
貯金額は右の基準額を
超えていますか？

軽減対象となる可能性が

あります。

世帯全員の１年間の収入は、給与収入・年金収入・その他の
所得の合算額とし、収入には市民税のかからない「遺族年
金」「障害年金」「遺族恩給」「雇用保険」「親族からの仕送り」
等あらゆる収入を含みます。

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

申請についてご不明な点は、広域連合にご連絡ください。

※ 軽減の申請をされる前に、あなたの世帯全員が住民税を支払っ
ていないこと、また世帯全員の１年間の収入が基準額以内であ
ることをよく確認してください。

基準額
（単身世帯で150万円、世帯員が1人増えるごとに50万円加算）

○１人の世帯：１５０万円 ○２人の世帯：２００万円
○３人の世帯：２５０万円 ○４人の世帯：３００万円

注意
あなたが、世帯外の市民税を課
税されている方に扶養されている
場合や、生計を共にしている場合
は、軽減の対象となりません。

基準額
（単身世帯で350万円、世帯員が1人増えるごとに100万円
加算）

○1人の世帯：350万円 ○2人の世帯：450万円

○3人の世帯：550万円 ○4人の世帯：650万円

注意
世帯が所有する資産が、すべ
て日常生活のために必要な資
産（世帯が居住するための家屋
など）でない場合は、軽減の対
象となりません。

個室の居住費について

軽減対象となります。


